
東 京 都 町 田 市

令　和　5　年　度

（2023年度）

町田市下水道事業会計予算書





第 12 号議案

（総　則）
第１条　令和5年度（2023年度）町田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

人
㎥
㎥

① 管渠整備費 千円
② 管渠改良費 千円
③ 処理場改良費 千円

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

支 出

令和5年度（2023年度）町田市下水道事業会計予算

1,487,456

423,000

597,500

第１項

（１）計 画 人 口
（２）年 間 総 処 理 水 量

（４）主な建設改良事業

第１款 12,500,775

第２項 営 業 外 収 益 6,302,184

下 水 道 事 業 収 益

（３）一日平均処理水量 121,197
44,236,905

千円

2,024,042

営 業 収 益 6,198,275
千円

千円

11,297,020 千円

第３項 特 別 利 益 316 千円

第１款 12,084,916 千円下 水 道 事 業 費 用

第２項
予 備 費 30,000 千円

千円757,896営 業 外 費 用
第３項

第１項 営 業 費 用
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（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額2,629,792千円は、当年度分
　消費税及び地方消費税資本的収支調整額262,650千円、過年度分損益勘定留保資金512,195千円、当年度分損益勘定留保資金1,849,206千円、
　及び繰越利益剰余金処分額5,741千円で補填するものとする）。

収 入

支 出

（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項

千円

千円
資 本 的 支 出 7,199,558

12,366 千円

他 会 計 負 担 金
補 助 金

千円
第２項 82,270 千円
第３項 1,063,884 千円

第１款 資 本 的 収 入 千円

建 設 改 良 費
固 定 資 産 購 入 費

第５項

1,374

4,569,766
企 業 債

分 担 金 及 び 負 担 金
長 期 貸 付 金 償 還 金

第１項 3,410,900

346

令和5年度から
令和6年度まで

限度額

3,071,548 千円

第４項

第２項

第１款
第１項

第３項 企 業 債 償 還 金

千円

千円
4,126,636

期 間

鶴見川クリーンセンター改良事業
（建設工事その２６・２７、
  水処理設備工事その１３）

657,500

千円
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（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用と営業外費用の間の流用
建設改良費と企業債償還金の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用
　する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）
（２）

千円

資 本 費
平 準 化 対 策

2,815,900

595,000

千円

償還の方法

借入れの時から据置を含み40年
以内に償還する。ただし、財政
その他の都合により据置期間と
いえども繰上償還をなし、又は
償還年限を短縮し、もしくは低
利債に借換することができる。

利　　率

5.0 ％ 以内（ ただし、
利率見直し方式で借入れ
る資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

起債の方法

証書借入又は証券発行。
事業その他の都合によ
り、起債の一部又は全部
を翌年度へ繰越して借入
れることができる。起債
前借することができる。

限度額起債の目的

千円

（１）職 員 給 与 費 839,381

下 水 道 事 業
（ 建 設 改 良 ）
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（利益剰余金の処分）
第１０条　繰越利益剰余金のうち5,741千円は次のとおり処分するものと定める。

令和5年(2023年)2月21日 提出

東京都町田市長職務代理者　町田市副市長　　榎　本　悦　次

（１） 5,741 千円減 債 積 立 金
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町田市下水道事業会計予算に関する説明書
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令和5年度町田市下水道事業会計予算実施計画

令和5年度町田市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

給　与　費　明　細　書

令和5年度町田市下水道事業会計予定貸借対照表

町田市下水道事業会計予算に係る注記事項
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収        入 (単位：千円)

 1 下水道事業収益 12,500,775

 1 営業収益 6,198,275

1 下水道使用料　　　　　　　 5,561,502 公共下水道使用料収入

2 他会計負担金 627,541 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担金

3 下水処理負担金　　　　　　 8,701 市境の汚水相互処理に係る負担金

4 その他営業収益　　　　　　 531 排水設備工事店指定等手数料・下水道台帳複写料等

 2 営業外収益 6,302,184

1 受取利息及び配当金　　　　 1 預金利息収入

2 他会計負担金　　　　　　　 871,419 分流式下水道に要する経費等

3 長期前受金戻入　　　　　　 5,418,672 資産取得時に受け入れた国庫補助金等の償却に

伴う戻入益

4 下水道用地占用料　　　　　 7,146 下水道用地に係る占用料

5 雑収益　　　　　　　　　　 4,946 土地建物貸付収入、光熱水費使用料収入等

3 特別利益 316

1 引当金戻入益　　　　　　　 316 貸倒引当金の取り崩しによる戻入益

12,500,775

令和 5年度 町 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
収　益　的　収　入　及　び　支　出

備　　　　　考予　定　額

収 入 合 計

款 項 目
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支        出 (単位：千円)

 1 下水道事業費用 12,084,916

 1 営業費用 11,297,020

1 管渠費　　　　　　　　　　 680,198 下水道管路施設等の維持管理に要する経費

2 ポンプ場費　　　　　　　　 32,566 ポンプ場施設の維持管理に要する経費

3 処理場費　　　　　　　　　 2,426,275 処理場施設の維持管理に要する経費

4 下水処理負担金　　　　　　 99,365 市境の汚水相互処理に係る負担金

5 水質規制費　　　　　　　　 1,528 事業場排水の規制等に要する経費

6 水洗化普及費　　　　　　　 314 公共下水道接続の普及等に要する経費

7 下水道使用料徴収業務費　　 529,193 公共下水道使用料の徴収に要する経費

8 総係費　　　　　　　　　　 228,936 事業活動全般に要する経費

9 下水道計画事務費　　　　　 30,767 公共下水道全体計画の改定に要する経費

10 減価償却費　　　　　　　　 7,233,943 固定資産の減価償却費

11 資産減耗費　　　　　　　　 33,935 有形固定資産の除却費

 2 営業外費用 757,896

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 637,896 公共下水道事業債等に対する支払利息

 2 消費税及び地方消費税 120,000 消費税及び地方消費税納付金

3 予備費 30,000

 1 予備費 30,000

12,084,916

備　　　　　考

支 出 合 計

款 項 目 予　定　額
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収        入 (単位：千円)

 1 資本的収入 4,569,766

 1 企業債 3,410,900

 1 企業債 3,410,900 公共下水道事業債、資本費平準化債

 2 他会計負担金 82,270

 1 他会計負担金 82,270 雨水管渠整備等に係る一般会計からの負担金

 3 補助金 1,063,884

 1 国庫補助金 990,936 下水道管渠施設、処理場施設等に係る国庫補助金

 2 都補助金 72,948 下水道管渠施設、処理場施設等に係る都補助金

4 分担金及び負担金 12,366

 1 負担金 12,365 公共下水道の整備に係る受益者負担金

 2 分担金 1 公共下水道の整備に係る受益者分担金

5 長期貸付金償還金 346

 1 水洗便所改造資金貸付金 346 水洗便所改造資金貸付金に係る返還元金

償還金

4,569,766

款 項 目 予　定　額

収 入 合 計

資　本　的　収　入　及　び　支　出

備　　　　　考
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支        出 (単位：千円)

 1 資本的支出 7,199,558

 1 建設改良費 4,126,636

 1 管渠整備費 1,487,456 下水道管渠の新設に要する経費

 2 管渠改良費 597,500 下水道管渠の改良に要する経費

3 処理場改良費 2,024,042 処理場施設の改良に要する経費

4 受益者負担金徴収業務費 1,438 受益者負担金等の賦課及び徴収事務に要する経費

5 水洗化普及貸付費 1,200 水洗便所改造資金の貸付元金

6 建設改良負担金 15,000 南多摩処理区流域下水道建設改良負担金

 2 固定資産購入費 1,374

 1 有形固定資産購入費 1,374 水質分析機器等の購入に要する経費

 3 企業債償還金 3,071,548

 1 企業債償還金 3,071,548 公共下水道事業債等償還元金

7,199,558支 出 合 計

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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（単位　円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
貸倒引当金の増減額
長期前受金戻入額
受取利息及び受取配当金
支払利息及び企業債取扱諸費
固定資産除却損
未収金の増減額
未払金の増減額
その他の増減額
小       計
利息の受取額
利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
その他の支出
その他の収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
その他の企業債による収入
その他の企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金減少額

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

△ 1,000

1,000

△ 35,924,213

1,731,627,566

△ 1,200,000

△ 4,111,810,000
△ 15,000,000

2,815,900,000
△ 3,035,622,456

230,772,897

339,353,331

△ 1,500,854,669

1,076,250,000
82,270,000

595,000,000

346,000

△ 2,969,144,000

330,514,000

令和 5年度 町田市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで)

7,233,943,000
△ 283,000

637,896,000
33,935,000

49,583,000
1,766,831,000

△ 637,896,000

△ 5,418,672,000

1,128,936,000

△ 1,203,516,000
103,432,000
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１　総　　括

(注) １　報酬又は給料をもって支弁される職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

２　（　） 内は短時間勤務職員について外書きしている。

給 与 費 明 細 書

区　　分

職　員　数 給 与 費 法　定
福利費

（千円）

合　計
（千円）特別職

（人）
一般職
（人）

報　酬
（千円）

給　料
（千円）

手　当
（千円）

計
（千円）

本 年 度 0
(0)

14,209 388,718 295,205 698,132 141,249 839,381
97

前 年 度 0
(0)

14,170 381,419 301,272 696,861 140,694 837,555
98

前年度 10,916 63,954 7,512 1,249 7,994

比　較 0
(0)

39 7,299 △ 6,067 1,271 555 1,826
△ 1

本年度 11,715 65,337 6,168 1,311 8,712

-

手

当

の

内

訳

区　分
扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比　較 799 1,383 △ 1,344 62 718

-

本年度 - 25,246 170,966 5,750 -

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
区　分

宿日直手当 時間外勤務手当 期末勤勉手当 児童手当 初任給調整手当

-

比　較 - △ 1,468 △ 5,503 △ 714 -

前年度 - 26,714 176,469 6,464 -
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２　給料及び手当の増減額の明細

(注) 一般職の職員の給与について記載している。

３　給料及び手当の状況
（１）職員1人当たり給与 （２）初任給（令和5年1月1日現在） （単位：円）

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）
(注) 「（１）職員1人当たり給与」の「平均給与月額」は、期末手当・勤勉手当・退職手当を除いて算定している。

5,571 　平均昇給率　　1.55％

 その他の増
減分

1,420 　その他

職員数の異動状況
本年度 91　人
前年度 92　人
増減数 △ 1  人

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説 明 備 考

給料 7,299

 給与改定に
伴う増加分

308

 昇給に伴う
増加分

区 分 行政職（事務・技術） 区　分 行政職（事務・技術）
国の制度
一般行政職

手当 △ 6,067

 制度改正に
伴う増減分

3,963 　勤勉手当分

 その他の増
減分

△ 10,030 　その他

189,700

平均年齢
46歳1か月

令和4年1月1日
現在

平均給料月額
333,116

平均給与月額
435,637

平均年齢
46歳4か月

令和5年1月1日
現在

平均給料月額
331,987 高校卒 152,200 154,600

平均給与月額
426,517 大学卒 187,900
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（３）級別職員数

(注) （　）内は短時間勤務職員について外書きしている。

  （級別の基準となる職務）

区　分
行政職（事務・技術）

区　分
行政職（事務・技術）

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

(-) (-)
6 6.6 6 6.5

(-) (-)
1 1.1 2 2.2
(-) (-)

令和4年1月1日
現在

5級

(-) (-)
4級

計
(-) (-)

91 100.0

2級
(-) (-)

42 46.2 41 44.6

3級
(-) (-)

3級
(-) (-)

26 28.6 29 31.5

92 100.0

1級
(-) (-)

1級
(-) (-)

16 17.6 14 15.2

区　分 行政職（事務・技術）

5級 部長

4級 課長

計
(-) (-)

令和5年1月1日
現在

5級

4級

2級
(-) (-)

3級 係長

2級 主任

1級 主事
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（４）昇　給

(注)  「職員数」欄には短時間勤務職員以外の職員数を記載している。

（５）特殊勤務手当

区　　　　　　　　　分 合　　計
職　　　種

行政職（事務・技術）

本年度

職 員 数 （A） （人） 91 91
昇 給 に 係 る 職 員 数 （B） （人） 71 71

号 給 数 別 内 訳

1号給 （人） 0 0
2号給 （人） 0 0

5号給 （人） 14 14
6号給 （人） 7 7

3号給 （人） 0 0
4号給 （人） 50 50

92
昇 給 に 係 る 職 員 数 （B） （人） 68 68

比 率 （B）/（A） （％） 78.0 78.0
職 員 数 （A） （人） 92

1号給 （人） 0 0
2号給 （人） 0 0
3号給

比 率 （B）/（A） （％） 73.9 73.9

区　　　分 行政職（事務・技術）

5号給 （人） 13 13
6号給 （人） 6 6

前年度 （人） 0 0
4号給 （人） 49 49

号 給 数 別 内 訳

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 -

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ） 0

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
0

（ 令 和 5 年 1 月 1 日 現 在 ）

支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 0
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（６）期末手当・勤勉手当

(注) １　管理又は監督の地位にある職員以外の職員について作成している。
２　「支給期別支給率」欄及び「支給率計」欄には、一般職員の標準的な支給率を記載し、これらの欄の（　） 内には再任用職員の標準的な
　　支給率について外書きしている。

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和5年1月1日現在）

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

備考
6月(月分) 12月(月分) (月分) 級等による加算措置

本 年 度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.275 2.275 4.550

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

有

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

2.225 2.225 4.450

国 の 制 度
(1.150) (1.150) (2.300)

その他の
加算措置等

備考
(月分) (月分) (月分) (月分)

有
2.200 2.200 4.400

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 制度あり

支 給 率 等 23.0 30.5 43.0 43.0 制度あり
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（８）その他の手当（令和5年1月1日現在）

借家（間）支給額　　　　　　　　　　　　15,000円

借家（間）支給限度額　　　　　　　　　　28,000円
（ア）　交通機関利用者支給限度額　　　　55,000円
（イ）　交通用具利用者支給限度額　　　　15,000円
（ア）　交通機関利用者支給限度額　　　　55,000円
（イ）　交通用具利用者支給限度額　　　　31,600円

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 異　な　る

扶養等による区分 配偶者 子
満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子

父母等

国の場合
6,500円

10,000円 15,000円
6,500円

（8級相当は3,500円） （8級相当は3,500円）

町田市の場合
6,000円

9,000円 13,000円
6,000円

（課長職3,000円） （課長職3,000円）

通勤手当 異　な　る
町田市の場合

国の場合

地域手当 同　　　一

住居手当 異　な　る
町田市の場合 ※管理職を除く年度末年齢35歳未満で、月額15,000円以上の家賃を支払っている場

合
国の場合
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（単位　千円）

338,774 26

金額 期間 金額

成瀬クリーンセンター改良事業
（建設工事その３５

汚泥処理棟耐震補強工事）
309,000 令和4年度まで 0

令和5年度から
令和6年度まで

309,000 149,700 159,211 89

鶴見川クリーンセンター改良事業
（建設工事その２６・２７、
  水処理設備工事その１３）

657,500 - -
令和5年度から
令和6年度まで

657,500 318,700

鶴見川クリーンセンター改良事業
焼却炉主機デザインビルド

（設計施工一括）

国 庫 支 出
金 等

損 益 勘 定
留 保 資 金

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事項 限度額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

2,844,694 206

左 の 財 源 の 内 訳

期間

5,621,000
令和3年度から
令和4年度まで

100,000
令和5年度から
令和7年度まで

5,521,000 2,676,100

企 業 債
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（単位　円）

1 固定資産            

(1) 有形固定資産        

イ

ロ

  減価償却累計額   

ハ

  減価償却累計額   

ニ

  減価償却累計額   

ホ 車両運搬具       

  減価償却累計額   

ヘ 工具器具及び備品    

  減価償却累計額   

ト 建設仮勘定       

有形固定資産合計

(2) 無形固定資産        

イ 地上権         

ロ 施設利用権       

無形固定資産合計

(3) 投資その他の資産      

イ 長期貸付金       

投資その他の資産合計

固定資産合計

2 流動資産            

(1) 現金預金          

(2) 未収金

(3) 貸倒引当金      

(4) 短期貸付金         

流動資産合計

資産合計

令和 5年度町田市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和 6年 3月31日）

230,772,897

567,498,000

794,663,804

169,621,933,138

796,800

929,200

929,200

168,827,269,334

1,313,475

363,514,037

364,827,512

37,940,999

△17,015,623 20,925,376

169,083,487,771

168,461,512,622

13,627,207,256

△3,906,511,667 9,720,695,589

649,500

△617,552 31,948

土地

△24,789,178,001 144,294,309,770

資 産 の 部

6,681,024,085

6,604,972,702

△1,146,230,955 5,458,741,747

機械及び装置

建物

構築物

2,285,784,107

△4,403,893
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3 固定負債            

(1) 企業債           

イ

ための企業債     

ロ その他の企業債     

企業債合計

固定負債合計

4 流動負債            

(1) 企業債           

(2) 未払金

(3) 引当金           

流動負債合計

5 繰延収益            

(1) 長期前受金         

(2) 長期前受金収益化累計額   

繰延収益合計

負債合計

40,767,230,030

281,406,000

3,403,940,794

151,822,312,730

53,480,000

建設改良費等の財源に充てる

△22,616,387,858

38,222,890,609

2,544,339,421

40,767,230,030

107,651,141,906

130,267,529,764

3,069,054,794

負 債 の 部
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6 資本金             

(1) 資本金         

イ

7 剰余金             

(1) 資本剰余金         

イ

ロ

ハ

ニ 他会計負担金      

ホ

ヘ

資本剰余金合計

(2) 利益剰余金         

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

11,588,478,599

11,588,478,599固有資本金

資本金合計

受贈財産評価額

国庫補助金

都補助金

受益者負担金及び分担金

工事負担金

3,460,255,713

240,000,000

8,717,874

566,195,933

3,385,332

資 本 の 部

169,621,933,138

1,872,586,957

6,211,141,809

17,799,620,408

4,338,554,852

1,872,586,957

60,000,000
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 ３５～５０年

機械及び装置 ６～２０年

車両及び運搬具 ２～　６年

工具、器具及び備品 ２～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

地上権 ５年

施設利用権 ４５年

（３）リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

町 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 係 る 注 記 事 項
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（３）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連

１　資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見

込まれる額は 37,962,307円である。

Ⅳ　セグメント情報の開示

　下水道事業会計は、公共下水道事業を運営しており、汚水処理に関する事業と雨水排除に関する事業により構成されているが、報告セグメントは

単一としており記載を省略している。
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（単位　円）

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       下水処理負担金       

(4)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       処理場費          

(4)       下水処理負担金       

(5)       水質規制費         

(6)       水洗化普及費        

(7)       下水道使用料徴収業務費   

(8)       総係費           

(9)      減価償却費         

(10)      資産減耗費         

営業損失

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金

(2)       他会計負担金        

(3)       長期前受金戻入       

(4)       下水道用地占用料      

(5)       雑収益           4,491,000 6,324,633,000

5,479,302,000

7,153,000

833,686,000

5,312,809,000

1,000

7,285,266,000

9,172,000 11,000,091,000

206,877,000

289,000

507,164,000

87,842,000

1,299,000

2,238,271,000

639,413,000

24,498,000

令和 4年度町田市下水道事業会計予定損益計算書（前年度）
（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月31日まで)

352,000 5,687,282,000

610,555,000

7,284,000

5,069,091,000

28



4         営業外費用           

(1)       支払利息及び企業債取扱諸費 

経常利益

5         特別損失            

(1)       その他特別損失       

6         予備費             

(1)       予備費           

当年度純利益

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

30,000,000 89,039,000 △89,039,000

59,039,000

1,289,447,957

1,542,072,957

252,625,000

341,664,000

670,160,000 5,654,473,000670,160,000
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（単位　円）

1 固定資産            

(1) 有形固定資産        

イ

ロ

  減価償却累計額   

ハ

  減価償却累計額   

ニ

  減価償却累計額   

ホ 車両運搬具       

  減価償却累計額   

ヘ 工具器具及び備品    

  減価償却累計額   

ト 建設仮勘定       

有形固定資産合計

(2) 無形固定資産        

イ 地上権         

ロ 施設利用権       

無形固定資産合計

(3) 投資その他の資産      

イ 長期貸付金       

投資その他の資産合計

固定資産合計

2 流動資産            

(1) 現金預金          

(2) 未収金

(3) 貸倒引当金      

(4) 短期貸付金         

流動資産合計

資産合計

機械及び装置

△4,686,893

174,728,651,807

298,800

2,398,169,473

1,731,627,566

670,930,000

172,330,482,334

573,200

573,200

371,246,512

2,627,475

368,619,037

△870,727,465 5,734,870,747

△18,586,191,370 147,961,398,531

△617,552 31,948

△3,238,669,332 7,794,355,020

649,500

11,033,024,352

36,674,124

171,958,662,622

△12,247,748 24,426,376

3,762,555,915

令和 4年度町田市下水道事業会計予定貸借対照表（前年度）
（令和 5年 3月31日）

資 産 の 部

建物 6,605,598,212

土地 6,681,024,085

構築物 166,547,589,901
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3 固定負債            

(1) 企業債           

イ

ための企業債     

ロ その他の企業債     

企業債合計

固定負債合計

4 流動負債            

(1) 企業債           

(2) 未払金

(3) 引当金           

流動負債合計

5 繰延収益            

(1) 長期前受金         

(2) 長期前受金収益化累計額   

繰延収益合計

負債合計

負 債 の 部

建設改良費等の財源に充てる

1,690,267,000

56,523,000

3,071,546,669

112,016,677,906

157,260,399,399

129,214,393,764

△17,197,715,858

4,818,336,669

40,425,384,824

40,425,384,824

2,013,202,175

38,412,182,649
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6 資本金             

(1) 資本金         

イ

7 剰余金             

(1) 資本剰余金         

イ

ロ

ハ

ニ 他会計負担金      

ホ

ヘ

資本剰余金合計

(2) 利益剰余金         

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

17,468,252,408

174,728,651,807

資 本 の 部

1,542,072,957

1,542,072,957

5,879,773,809

11,588,478,599

工事負担金 8,717,874

4,337,700,852

都補助金 60,000,000

565,341,933

受益者負担金及び分担金 3,385,332

資本金合計

受贈財産評価額 3,460,255,713

国庫補助金 240,000,000

固有資本金 11,588,478,599
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 ３５～５０年

機械及び装置 ６～２０年

車両及び運搬具 ２～　６年

工具、器具及び備品 ２～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

地上権 ５年

施設利用権 ４５年

（３）リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

町 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 係 る 注 記 事 項 （ 前 年 度 ）
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（３）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連

１　資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見

込まれる額は 45,211,606円である。

Ⅳ　セグメント情報の開示

　下水道事業会計は、公共下水道事業を運営しており、汚水処理に関する事業と雨水排除に関する事業により構成されているが、報告セグメントは

単一としており記載を省略している。
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収　入 （単位 ： 千円）

款 節   

項

目

 1 下水道事業収益 12,500,775 12,520,208 △ 19,433

 1 営業収益 6,198,275 6,194,927 3,348

 1 下水道使用料 5,561,502 5,576,000 △ 14,498

1 下水道使用料 5,561,502 年間見込有収水量　　42,158,787㎥

1㎥平均単価　　　　 　　131.92円

 2 他会計負担金 627,541 610,555 16,986

1 雨水処理負担金 627,541 雨水処理費等に係る一般会計負担金 627,541

 3 下水処理負担金 8,701 8,011 690

1 下水処理負担金 8,701 市境の汚水相互処理に係る負担金 8,701

 4 その他営業収益 531 361 170

1 下水道手数料 431 排水設備工事店指定等手数料及び境界図等証明手数料

99 雑収益 100 下水道台帳複写料

 2 営業外収益 6,302,184 6,325,281 △ 23,097

1 受取利息及び配当金 1 1 0

1 預金利息 1

2 他会計負担金 871,419 833,887 37,532

1 他会計負担金 871,419 分流式下水道に要する経費、高度処理に要する経費

下水道使用料減免に要する経費、水質規制費負担金

水洗便所等普及費負担金等

3 長期前受金戻入 5,418,672 5,479,302 △ 60,630

1 受贈財産評価額戻入 2,203,769 資産取得時に計上した受贈財産評価額の償却に伴う戻入益

2 国庫補助金戻入 1,212,362 資産取得時に受け入れた国庫補助金の償却に伴う戻入益

3 都補助金戻入 74,995 資産取得時に受け入れた都補助金等の償却に伴う戻入益

令和 5 年度 町 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 参 考 資 料

収　益　的　収　入　及　び　支　出

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

備 考
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（単位 ： 千円）

款 節

項

目

4 他会計負担金戻入 1,789,563 資産取得時に受け入れた他会計負担金等の償却に伴う戻入益

6 工事負担金戻入 46,010 資産取得時に受け入れた工事負担金の償却に伴う戻入益

7 受益者負担金及び 91,973 資産取得時に受け入れた受益者負担金及び分担金の償却に

分担金戻入 伴う戻入益

4 下水道用地占用料 7,146 7,153 △ 7

1 下水道用地占用料 7,146 行政財産占用料 管渠分 2,645

処理場分 4,501

5 雑収益 4,946 4,938 8

1 土地建物貸付収入 2,025 処理場駐車場使用料 2,025

2 延滞金 1 水洗便所改造資金貸付金延滞金

3 行政財産使用料収入 2,846 未利用地使用料 2,846

99 その他雑収益 74 図書等売払代・複写機使用料・光熱水費使用料

3 特別利益 316 0 316

1 引当金戻入益 316 0 316

6 貸倒引当金戻入益 316 下水道使用料収入の未収金に係る貸倒引当戻入益

12,500,775 12,520,208 △ 19,433収 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

備 考
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支　出 （単位 ： 千円）

款 節   

項

目

 1 下水道事業費用 12,084,916 12,114,053 △ 29,137

 1 営業費用 11,297,020 11,298,893 △ 1,873

 1 管渠費 680,198 684,787 △ 4,589

1 給料 84,639 管渠維持管理部門職員21人分の給料 84,639

2 手当 50,110 期末・勤勉手当等（職員及び会計年度任用職員） 50,110

3 法定福利費 27,369 社会保険料事業主負担分等 27,369

5 報酬 4,677 会計年度任用職員2人分の報酬 4,677

6 共済費 875 会計年度任用職員に係る社会保険料等 875

7 旅費 68 普通旅費

9 被服費 243

10 備消品費 2,725 事務用品等一般消耗品

11 燃料費 15 備品等燃料代

12 光熱水費 6,610 マンホールポンプ電力料 6,500

その他電力料 110

13 印刷製本費 480

14 通信運搬費 1,292 郵便料、電話料及びインターネット通信料

17 委託料 308,431 公共下水道維持管理業務委託 173,287

成瀬ブロック第2期簡易調査業務委託 62,315

公共下水道管渠清掃業務委託 23,805

地理情報システムデータ更新委託料 11,714

管渠清掃産業廃棄物処分委託 10,103

その他委託料 27,207

19 手数料 12 処分手数料

20 賃借料 3,997 地理情報システムの賃借料 3,141

その他賃借料 856

本 年 度 前 年 度 備 考
金 額

比 較
区 分
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（単位 ： 千円）

款 節   

項

目

22 修繕費 156,047 管渠等修繕 148,300

マンホールポンプ制御盤修繕 7,597

その他修繕費 150

26 材料費 17,952 マンホール蓋等一般材料費

27 補償費 1 損害賠償金

28 負担金 50 工事管理負担金

31 研修費 80 研修負担金

35 保険料 854 賠償責任保険料

39 賞与引当金繰入額 11,534 期末及び勤勉手当引当金繰入額 11,534

40 法定福利費引当金繰入額 2,137 期末手当等に係る法定福利費引当金繰入額 2,137

 2 ポンプ場費 32,566 26,939 5,627

12 光熱水費 88 水道料

14 通信運搬費 211 電話料

17 委託料 16,119 維持管理業務委託 5,995

電気設備定期点検委託 4,112

草刈等管理委託 2,534

脱臭剤交換委託 1,958

情報処理装置保守点検委託 1,370

その他委託料 150

22 修繕費 7,471 No.2汚水ポンプ修繕 4,471

その他修繕費 3,000

24 動力費 8,638 電気料金 8,568

その他動力費 70

35 保険料 39 火災保険料及び賠償責任保険料

3 処理場費 2,426,275 2,429,829 △ 3,554

1 給料 146,308 処理場維持管理部門職員34人分の給料 146,308

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

備 考
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（単位 ： 千円）

款 節   

項

目

2 手当 84,538 期末・勤勉手当等（職員及び会計年度任用職員） 84,538

3 法定福利費 47,590 社会保険料事業主負担分等 47,590

5 報酬 2,333 会計年度任用職員1人分の報酬 2,333

6 共済費 452 会計年度任用職員に係る社会保険料等 452

7 旅費 133 普通旅費

9 被服費 1,418 処理場維持管理部門職員分 1,418

10 備消品費 185,790 事務用品等一般消耗品 753

機械消耗品等一式 42,779

薬品等消耗品一式 142,258

11 燃料費 4 ガソリン

12 光熱水費 8,003 ガス使用料 6,572

水道料 1,431

14 通信運搬費 794 郵便料、電話料及びインターネット通信料

17 委託料 838,678 維持管理業務委託 562,683

電気設備定期点検委託 69,748

脱臭剤交換委託 53,130

脱水汚泥収集運搬委託 38,630

情報処理装置保守点検委託 24,076

焼却灰処分委託 21,122

その他委託料 69,289

19 手数料 36 登録手数料、証明手数料等

21 使用料 2,796 施設情報システムASPサービス業務 2,530

その他使用料 266

22 修繕費 393,104 焼却炉修繕 133,044

汚泥焼却設備修繕 132,792

ベルトプレス脱水機修繕 13,948

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

備 考
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（単位 ： 千円）

款 節   

項

目

送風機逆止弁修繕 13,750

No.2脱水機修繕 13,066

その他修繕費 86,504

24 動力費 687,316 電気料金 648,185

その他動力費 39,131

28 負担金 4 電波利用料負担金

31 研修費 409 研修負担金

35 保険料 2,432 火災保険料 2,316

その他保険料 116

37 公課費 100 汚染負荷量賦課金

39 賞与引当金繰入額 20,253 期末及び勤勉手当引当金繰入額 20,253

40 法定福利費引当金繰入額 3,784 期末手当等に係る法定福利費引当金繰入額 3,784

 4 下水処理負担金 99,365 96,624 2,741

28 負担金 99,365 横浜市下水処理負担金 10,522

川崎市下水処理負担金 13,618

相模原市下水処理負担金 1,549

多摩川流域下水道南多摩処理区維持管理負担金 73,676

 5 水質規制費 1,528 1,427 101

10 備消品費 224 水質規制関連理化学消耗品

14 通信運搬費 9 郵便料

17 委託料 1,295 事業場排水分析委託等

 6 水洗化普及費 314 714 △ 400

10 備消品費 71 事務用品等一般消耗品

14 通信運搬費 77 郵便料

17 委託料 133 事業・業務委託料

19 手数料 20 訴訟等手数料及び銀行組戻手数料

備 考比 較
区 分 金 額

本 年 度 前 年 度

41



（単位 ： 千円）

款 節

項

目

45 貸倒引当金繰入額 13 水洗便所改造資金貸付金に係る引当金繰入額

 7 下水道使用料徴収業務費 529,193 557,867 △ 28,674

14 通信運搬費 51 郵便料

17 委託料 528,997 下水道使用料徴収等に係る委託料 528,997

19 手数料 1 銀行組戻手数料

27 補償費 70 下水道使用料補填金

36 還付金 74 下水道使用料過誤納還付金

 8 総係費 228,936 207,622 21,314

1 給料 93,922 総係部門職員22人分の給料 93,922

2 手当 64,943 期末・勤勉手当等（職員及び会計年度任用職員） 64,943

3 法定福利費 32,364 社会保険料事業主負担分等 32,364

5 報酬 7,235 会計年度任用職員3人分の報酬 7,199

研修講師報酬 36

6 共済費 1,313 会計年度任用職員に係る社会保険料等 1,313

7 旅費 103 普通旅費

8 報償費 262 委員謝礼

9 被服費 79

10 備消品費 595 事務用品等一般消耗品・車両用消耗品

11 燃料費 863

13 印刷製本費 246

14 通信運搬費 151 郵便料及び電話料

17 委託料 792 事業・業務委託料及び配布委託料

19 手数料 2 証明手数料及び口座振込手数料

20 賃借料 6,995 公営企業会計システム賃借料 3,596

自動車リース料・リースバック料 3,399

21 使用料 1,155 複写機使用料及び駐車場使用料等

備 考本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額
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（単位 ： 千円）

款 節   

項

目

22 修繕費 290

31 研修費 418 研修負担金

33 会費負担金 1,036 日本下水道協会負担金等

35 保険料 330 自動車保険料

37 公課費 50 自動車重量税

39 賞与引当金繰入額 13,318 期末及び勤勉手当引当金繰入額 13,318

40 法定福利費引当金繰入額 2,454 期末手当等に係る法定福利費引当金繰入額 2,454

45 貸倒引当金繰入額 20 受益者負担金に係る引当金繰入額

9 下水道計画事務費 30,767 0 30,767

17 委託料 30,767 町田市公共下水道全体計画改定基礎調査業務委託 30,767

10 減価償却費 7,233,943 7,285,266 △ 51,323

1 有形固定資産減価償却費 7,213,887 建物、構築物、機械及び装置、工具器具及び備品

2 無形固定資産減価償却費 20,056 地上権、施設利用権

11 資産減耗費 33,935 7,818 26,117

1 固定資産除却費 33,935 管渠及び処理場設備等の除却費

 2 営業外費用 757,896 785,160 △ 27,264

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 637,896 670,160 △ 32,264

1 企業債利息 637,896 公共下水道事業債・資本費平準化債・公営企業会計適用債

に係る支払利息 637,896

 2 消費税及び地方消費税 120,000 115,000 5,000

1 消費税及び地方消費税 120,000

3 予備費 30,000 30,000 0

 1 予備費 30,000 30,000 0

1 予備費 30,000

12,084,916 12,114,053 △ 29,137

備 考本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

支 出 合 計
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資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　入 （単位 ： 千円）

款 節   

項

目

 1 資本的収入 4,569,766 4,913,330 △ 343,564

 1 企業債 3,410,900 3,614,400 △ 203,500

 1 企業債 3,410,900 3,614,400 △ 203,500

1 企業債 2,815,900 公共下水道事業債　 管渠分 1,749,600

処理場分 1,066,300

99 その他の企業債 595,000 資本費平準化債 595,000

 2 他会計負担金 82,270 150,258 △ 67,988

 1 他会計負担金 82,270 150,258 △ 67,988

1 他会計負担金 82,270 雨水処理負担金、緊急下水道整備特定事業負担金等

 3 補助金 1,063,884 1,135,315 △ 71,431

 1 国庫補助金 990,936 1,068,230 △ 77,294

1 国庫補助金 990,936 防災・安全交付金 管渠分 113,500

処理場分 431,936

脱炭素化推進事業交付金 処理場分 445,500

 2 都補助金 72,948 67,085 5,863

1 都補助金 72,948 下水道費補助 管渠分 5,675

処理場分 38,142

企業債償還分 29,131

4 分担金及び負担金 12,366 12,749 △ 383

 1 負担金 12,365 12,727 △ 362

1 受益者負担金 12,365 公共下水道の整備に係る受益者負担金 12,365

 2 分担金 1 22 △ 21

1 受益者分担金 1 公共下水道の整備に係る受益者分担金

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

備 考
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（単位 ： 千円）

款 節

項

目

5 長期貸付金償還金 346 608 △ 262

 1 水洗便所改造資金貸付金償還金 346 608 △ 262

1 水洗便所改造資金 346 水洗便所改造資金貸付金償還金

貸付金償還金

4,569,766 4,913,330 △ 343,564

区 分

収 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較
金 額

備 考
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支　出 （単位 ： 千円）

款 節   

項

目

 1 資本的支出 7,199,558 7,443,085 △ 243,527

 1 建設改良費 4,126,636 4,371,212 △ 244,576

 1 管渠整備費 1,487,456 2,082,845 △ 595,389

1 給料 49,413 管渠建設改良部門職員12人分の給料 49,413

2 手当 38,300 期末・勤勉手当等（職員） 38,300

3 法定福利費 17,414 社会保険料事業主負担分等 17,414

7 旅費 367 普通旅費及び特別旅費

9 被服費 35

10 備消品費 502 事務用品等一般消耗品

13 印刷製本費 32

14 通信運搬費 51 郵便料

17 委託料 628,733 汚水管渠分 278,533

雨水管渠分 350,200

18 工事請負費 584,000 汚水管渠分 584,000

19 手数料 1 銀行組戻手数料

21 使用料 1,086 下水道積算システム使用料 1,086

27 補償費 163,000 家屋等損害補償費 3,000

埋設管支障移設補償金 160,000

28 負担金 4,000 道路掘削工事監督事務費 4,000

31 研修費 522 研修負担金

 2 管渠改良費 597,500 76,000 521,500

17 委託料 74,500 汚水管渠分 40,000

雨水管渠分 34,500

18 工事請負費 523,000 汚水管渠分 486,000

雨水管渠分 37,000

比 較
区 分

前 年 度
金 額

備 考本 年 度
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（単位 ： 千円）

款 節   

項

目

3 処理場改良費 2,024,042 2,176,521 △ 152,479

1 給料 14,436 処理場建設改良部門職員3人分の給料 14,436

2 手当 12,209 期末・勤勉手当等（職員） 12,209

3 法定福利費 5,497 社会保険料事業主負担分等 5,497

9 被服費 114

17 委託料 1,831,600 成瀬クリーンセンター分 728,600

鶴見川クリーンセンター分 1,103,000

18 工事請負費 160,186 成瀬クリーンセンター分 80,960

鶴見川クリーンセンター分 79,226

4 受益者負担金徴収業務費 1,438 1,800 △ 362

8 報償費 1,303 一括納付報奨金 1,303

14 通信運搬費 107 郵便料

19 手数料 1 銀行組戻手数料

36 還付金 27 過誤納還付金

5 水洗化普及貸付費 1,200 1,500 △ 300

1 貸付金 1,200 水洗便所改造資金貸付金 1,200

6 建設改良負担金 15,000 8,646 6,354

28 負担金 15,000 多摩川流域下水道南多摩処理区建設費負担金 11,000

多摩川流域下水道南多摩処理区改良費負担金 4,000

( ポンプ場改良費 ) 0 23,900 △ 23,900

 2 固定資産購入費 1,374 13,695 △ 12,321

 1 有形固定資産購入費 1,374 13,695 △ 12,321

2 工具・器具及び備品 879 処理場用工具・器具及び備品購入費

99 その他有形固定資産 495 鶴見川クリーンセンター床排水ポンプ

購入費

備 考本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

47



（単位 ： 千円）

款 節

項

目

 3 企業債償還金 3,071,548 3,058,178 13,370

 1 企業債償還金 3,071,548 3,058,178 13,370

1 建設企業債元金償還金 3,035,623 公共下水道事業債償還元金 3,035,623

2 資本費平準化債元金 27,118 資本費平準化債償還元金 27,118

償還金

99 その他の企業債元金 8,807 公営企業会計適用債償還元金 8,807

償還金

7,199,558 7,443,085 △ 243,527支 出 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

備 考
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